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＊都市再生特別地区（としさいせいとくべつちく）　都市再生特別措置法により創設された、都市計画法による地域地区の一つで、

「都市再生緊急整備地域のうち、都市の再生に貢献し、土地の合理的かつ健全な高度利用を図る特別の用途、容積、高さ、配列

等の建築物の建築を誘導する必要があると認められる区域」に指定する。

２　都市再生特別地区の変更
　横浜駅きた西口鶴屋地区において、横浜駅周辺地区の更なる国際競争力強化を図るため、都市再生特別

地区を変更（追加）します。

建築物の容積率の最高限度

建築物の容積率の最低限度

建築物の建ぺい率の最高限度

建築物の建築面積の最低限度

建築物の高さの最高限度

壁面の位置の制限

680％  ※１

400％ 

75％ 

500㎡ 

図２のとおり

図２のとおり  

都市再生特別地区
（横浜駅きた西口鶴屋地区）
約 0.8ha

名　称

面　積

※１：国家戦略特別区域法第 16 条に規定する国家戦略住宅整
備事業に係る認定を受けたときは、同条第２項第２号の数値又
は同項第３号の算出方法により算出した数値とする。

名　　称

位　　置

面　　積

エキサイトよこはま２２横浜駅西口駅前・鶴屋町地区地区計画

神奈川区金港町及び鶴屋町並びに西区高島二丁目及び南幸一丁目地内

約 2.3ha

地区計画

の目標

　エキサイトよこはま２２横浜駅西口駅前・鶴屋町地区は、上位計画に基づき、首都機能をはじめとする高次の商業・

業務機能等の集積により、国際都市横浜の玄関口にふさわしい魅力とにぎわいのある都市空間を形成するとともに生活

環境整備を進め、災害に強い安全な都市空間や先端的な環境都市を形成することが必要である。

　このため、本地区計画は、土地の高度利用により国際的、広域的な業務・商業・サービス・文化交流機能等多様な機

能を集積し、あわせて国際競争力の更なる強化に資する生活環境整備を進め、交通結節機能の強化、防災や環境に配慮

した建築物を整備するなど、計画的な市街地形成を図り、その環境を維持することを目標とする。

名称　横浜駅きた西口鶴屋地区

　　　第一種市街地再開発事業

建築物の整備に関する計画等

面積　約 0.8ha

道路　市道高島台第 106 号線

　　　市道高島台第 116 号線

　　　交通広場

公共施設の配置（図１）

建築敷地面積

建築面積

延べ面積

（容積対象面積）

建ぺい率

容積率

主要用途

約 6,700 ㎡

約 5,000 ㎡

約 80,000 ㎡

（約 55,000 ㎡）

約 75％

約 850％

共同住宅、ホテル、

商業施設、駐車場等

１　第一種市街地再開発事業の決定
　横浜駅周辺地区の更なる国際競争力の強化を図り、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新と

を図るため、横浜駅きた西口鶴屋地区において第一種市街地再開発事業を決定します。

　※この資料は都市計画素案等の主な内容を分かりやすく記載したものです。都市計画素案の正確な内容・

　　区域等については縦覧期間中に縦覧（閲覧）場所でご確認ください。

地区施設の

整備の方針

　横浜駅西口周辺の歩行者の交通混雑を緩和し、交通結節機能を強化するため、歩きやすく分かりやすい利便

性の高い歩行者ネットワーク等を構築する。　　　　　　　　　　　　　　　

Ｂ地区  ・台町方面と歩行者用通路Ｈをつなぐ歩道状空地Ｂを整備

Ｄ地区・歩行者用通路 F（災害時の避難経路としても活用）の一部をデッキレベルで整備

　　　・駅に近接した位置に、タクシー乗車場となる交通広場を整備

　　　・歩行者用通路 Fと交通広場、歩道状空地Ｂをつなぐ歩行者用通路Ｈを整備

　　　・建築物の１階に、台町方面と交通広場方面をつなぐ歩行者用通路Ｉを整備　　　　　　　　　　など

建築物等の

整備の方針

緑化の方針

　各地区の特性に応じて、国際都市横浜の玄関口としてふさわしく、災害に強い都市として必要となる防災機能

と先端的な環境対策機能を導入した建築物等を整備するよう次のように方針を定める。　　　　

Ｄ地区・周囲との景観的調和に配慮したデザイン

　　　・店舗などのにぎわいの創出に寄与する機能等を備え、まちに開かれた商業空間を整備

　　　 ・国際的に展開する企業の就業者等の生活を支援する充実した機能を備えた住宅や宿泊施設等を整備

　　　・海外からの来街者や居住者等も利用しやすい生活利便に資する施設を整備

　　　・各住戸は、居住空間の快適性を高め、国際的な多様なニーズに対応した計画

　　　・最上部に、国際交流機能や情報発信機能、文化機能等を備えた来街者等が利用できる空間を整備

　　　・憩いの場となる空間として、複数の異なる階に屋上広場を整備

　　　・災害時に、来街者等の滞留や避難が可能となるスペースや帰宅困難者の受入れスペースを確保　　など

　ヒートアイランド対策を推進するなど環境への負荷軽減とともに、潤いや憩い、安らぎのある魅力的な都市

空間を創出するため、来街者等の目に触れやすい歩行者空間を中心に、建築物の緑化を積極的に行う。
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３　地区計画の変更
　計画的な市街地形成を図り、その環境を維持するため、横浜駅西口駅前・鶴屋町地区において地区計画

を変更します。

図１

図２

地区施設の配置及び規模 図３のとおり

用途の制限

地区の区分

　次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１　工場　 ※２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４　キャバレ－、料理店等

２　マ－ジャン屋、ぱちんこ屋、勝馬投票券発売所等　　　　　　５　個室付浴場業に係る公衆浴場等　

３　危険物の貯蔵又は処理に供するもの　※２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※２：除外規定あり　

壁面の位置
の制限

図３のとおり
※除外規定あり

形態意匠の
制限

　周囲との景観的調和を図り、

国際都市横浜の玄関口にふさ

わしい魅力とにぎわいの演出

のための次の事項に関する制

限　※除外規定あり

・建築物の壁面等のデザイン、    

　色彩、 素材等　

・建築物内外の照明

・屋上の建築設備等

・屋外広告物　　　　　　など

　周囲との景観的調和を図るた

めの次の事項に関する制限　　

 ・駐車場、駐輪場

 ・屋上の建築設備等

 ・屋外広告物　　　　　　など

　周囲との景観的調和を図るた

めの次の事項に関する制限

 ・屋上の建築設備等

 ・屋外広告物　　　　　　など

　周囲との景観的調和を図り、

魅力とにぎわいの演出のための

次の事項に関する制限

 ・建築物の壁面等のデザイン　

 ・建築物内外の照明

 ・屋上の建築設備等

 ・屋外広告物　　　　　　など

緑化率の
最低限度
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Ｂ地区（約 0.5ha)Ａ地区（約 0.9ha） Ｃ地区（約 0.1ha） Ｄ地区（約 0.8ha）


	【入稿版】チラシ表面(cs4)_outline
	【最新版】チラシ
	【入稿版】チラシ表面(cs4)
	【最新版】チラシ
	【最新版】チラシ
	チラシ裏面_151209_6(cs4)






